
｜チリ｜より公正な社会を求める木曜日 

 

【サンチアゴ IDN＝ピア・フィグエロア】 

 

チリの学生らは２０１１年以来、自由で良質な教育制度を要求して、毎週木曜に街頭に繰

り出してきた。 

 

こうした学生たちに、ラテンアメリカ全体で最も高い学費に悩まされている親たちや、教

育キャリアの適切な評価を求める教員らも、徐々に抗議の輪に加わるようになってきてい

る。 

 

そして、事実上この５年間、毎週木曜日になると、こうし

たデモ隊の抗議活動は放水砲や催涙ガスを用いた警察当局

による弾圧を受けて、それが不幸な事故につながってきた。 

 

現政権は、民衆を満足させる適切な対話を打ち立てられな

いまま、主要な教育改革の一環と見なされるいくつかの立

法を行ってきた。ミシェル・バチェレ大統領はこれを「歴

史的な」変革だと見なし、税制改革や年金制度改革、選挙

制度改革、同性パートナシップ制度・中絶の権利などの市

民的自由の領域における改革と並んで、自らの「遺産」の

ひとつと考えているようだ。 Michelle Bachelet 
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遠目から見ると、それは意味のある行動のパッケージのよ

うにみえる。それは、チリの教育・経済・政治の基礎を変

革してアウグスト・ピノチェト時代からの古いシステムを

廃棄することをめざす立法提案である。他の取組みは、南

米地域で最も保守的な国のひとつであるチリを近代化する

ことを目指した社会変化を前進させようとしている。 

 

しかし、おそらくは、民衆からの継続的な要求に耳を貸さ

ず、密室で提案をまとめようとする政権のスタイルと形態

のために、これらの提案のいずれも、合意や前進、よりよ

い将来といった感覚を民衆にもたらしていない。それどこ

ろか逆に、内閣支持率や大統領への支持率は一貫して低落

傾向にある。バチェレ大統領への支持率は、チリ政府始ま

って以来の低率となっている。 

 

バチェレ大統領が提案し２０１４年９月に施行された租税

改革は、主に、教育制度の財源に変更を加えることを目的としたものであった。チリ政府

は、国民総生産の３％にあたる８３億米ドル分の増税を２０１８年までに行い、そのうち

５０億ドルを教育に割り当てようとしたのである。 

 

しかし、法人税が増税され、個人向けの税が減税され、アルコール・砂糖入り飲料・大気

汚染をもたらす乗用車の排出に対する付加税が創設され、租税回避に対処するメカニズム

が作られたものの、経済はそれ以降減速し勢いが失われた。 

 

今年、２０１６年１０月、チリでは地方議員や首長を選ぶ選挙が行われる。これは各政党

勢力を把握するための指標となり、改革後初の国政選挙が行われる２０１７年に向けての

試金石となる。 

 

これらの選挙では、下院議員の数が１２０人から１５５人に、上院議員の数が３８人から

５０人に増員される。またこの選挙から候補者の少なくとも４割が女性であることが要件

とされ、議会におけるジェンダー平等の強化が目指される。 

 

おそらく、これらの変化は、ピノチェト独裁時代に形成された規則や標準に則って依然と

して統治されている国会ではなかなか声を聴いてもらうことができなかった新しい政治集

団や院外勢力の強化に余地を与えることになるだろう。 
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「暗い時代」からチリが保持しつづけてきた

全ての法的実情を打破することは、文化的保

守主義との闘いでもあった。同性愛を犯罪化

する法が廃止されたのは１９９９年のことで

あり、同性間のシビル・ユニオンが認められ

たのはようやく２０１５年になってのことで

ある。 

 

しかし、いわゆるシビル・ユニオン合意

（AUC）では、数年前に類似の法律を通過さ

せた隣国のアルゼンチンやウルグアイに後れ

を取ることになった。というのも、AUC は、法的な意味で資産を共有し、遺産や年金を受

け取り、医療制度の利益を共有することをカップルに認める一方で、養子をとる権利を認

めていないからだ。 

 

市民的自由の領域では、中絶が今年に入ってようやく合法化された。ただし中絶が認めら

れるのは、母親の生命に危険が及ぶ場合やレイプによる妊娠、そして、胎児の生存可能性

がない場合の３つの場合に限られている。チリが、中絶がいかなる状況においても禁止さ

れ、タブーであり続けてきた世界でも数少ない国であったことを考えると、これは前進と

いえる。しかし、女性運動が中絶の問題を自らの身体に関する自己決定権であるとして要

求しているレベルにははるかに及ばないものだ。 

 

これらすべての改革によって、チリは国連の持続可能な開発目標（SDGs）に向かって前進

していると言うこともできよう。また実際、そうなのだろう。 

 

たしかに、チリはクリーンエネルギー源（太陽光、風力、

地熱、小規模水力など）に向けてエネルギー構成を多様

化し、エネルギーの効率化も進めている。イノベーショ

ン、海水の脱塩化、天然資源の効率的利用、砂漠化や気

候変動への対応も、環境への高まる意識という文脈の中

で遂行されてはいる。しかし、これだけでは不十分だ。 

 

今日、チリの人々は社会変革を強く望んでおり、教育制

度の大幅な変革をもって今の時代に区切りをつけたい

と考えている。教育制度は、より平等な社会を目指すう

えで基盤となるものと理解されているからだ。 
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教師からの要求の線に沿った教育キャリアが提案され

ている。それは、教師の声に耳を傾けることもなく、恣

意的に教師を制限しようとする教育省によって課せら

れたやり方とは異なるものだ。教師らは、新たな教育キ

ャリアに異議を申し立てる全国的な動きを組織し、大規

模抗議の証として全土の学校で警鐘を鳴らし続けてい

る。 

 

チリの人々は、政府に対して、あらゆる社会階層のなか

で生み出された社会的不平等と不満に終止符を打つよ

う望んでいる。 

 

経済協力開発機構（OECD）が２０１５年１１月末に「チ

リ経済調査２０１５」を発表したことはほとんど知られていない。この調査報告書にはチ

リが世界で最も不平等な国々に含まれることを示した、収入分配に関する最新の調査結果

も含まれている。２００６～１１年にかけてのジニ係数は０．５０３であり、トルコやメ

キシコに並んで悪かった。ジニ係数は、一国の不平等さを測定する際に最もよく使われる

指標である。 

 

このOECD報告書は、最富裕層１０％が最貧層１０％の２６．５倍の富を有し、OECD加

盟国平均の１００％を超えているチリに対し、より包摂的な経済成長を目指すように求め

ている。 

 

これは受け容れがたい貧富の格差であり、彼らが毎週木曜にそうしているように、教育制

度や年金制度に抗議するために民衆が街頭に繰り出す時、彼らが本当に訴えているのは、

全ての人々が発展する機会を持ち、進歩が全ての人々の利益になるような、包摂的で公正

な社会なのである。(08.15.2016) INPS Japan/ IDN-InDepthNews 

 

※ピア・フィグエロア氏は、プレセンサ・インターナショナル・プレス・サービスの共同代表。生涯の人

文主義者、多くの論文・書籍の著者。 

 

OECD Economic Surveys Chile 

資料：OECD 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E6%B8%88%E5%8D%94%E5%8A%9B%E9%96%8B%E7%99%BA%E6%A9%9F%E6%A7%8B
http://www.oecd.org/eco/surveys/economic-survey-chile.htm
http://www.oecd.org/eco/surveys/economic-survey-chile.htm
http://top10.sakura.ne.jp/CIA-RANK2172R.html

